
様式１ 別添３

公正取引委員会

平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

施策名：３　競争政策の広報・広聴等

001 国際競争組織分担金 平成17年度 終了予定なし 0.4 0.4 0.4 点検対象外 現状通り

　３０００ドルの支出は，日本のＩＣＮに対
する貢献として必要なものであり，ＩＣＮの
活動を維持していくために必要最低限の支出
である。支出の透明性についても一定程度向
上したものと思われる。

0.3 0.3 0.0 0.0 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見ど
おり，事業内容及び要求額を維持し，引
き続き，ＩＣＮの活動に積極的に関与す
る。

官房 一般会計
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

1 平成２６年度対象

002 独占禁止政策に係る地方有識者との懇談会 昭和54年度 終了予定なし 4.0 4.0 3.0 点検対象外 現状通り

　懇談会においては，競争政策を推進する上
でより有益な意見を聴取することができるよ
う更なる工夫に努めること。
　会場選定に当たっては，公共施設の利用を
含めて検討するなど，引き続き，経費の効率
化に努めること。

4.0 4.0 0.0 0.0 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見ど
おり，事業内容を維持する。引き続き，
事業の効率的な予算執行に努めるととも
に，懇談会においては，競争政策を推進
する上でより有益な意見を聴取すること
ができるよう検討する。

官房 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

2 平成２５年度対象

003 独占禁止懇話会 昭和43年度 終了予定なし 1.7 1.7 1.0 点検対象外 現状通り

　各界を代表する有識者が一堂に会する場で
あるので，会員の出席率を高め，より有意義
な意見交換が行われるよう，テーマ選定，
テーマ数，プレゼンテーションや議論の方法
等について，会員の意見も踏まえて工夫する
こと。
　執行に当たっては，引き続き，経費の効率
化に努めること。

1.7 1.7 ▲ 0.1 0.0 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見ど
おり，事業内容を維持する。引き続き，
事業の効率的な予算執行に努めるととも
に，より効果的な意見交換が行われるよ
うテーマ選定等について検討を進める。

経済取引局 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

3 平成２７年度対象

004 競争政策研究センター 平成15年度 終了予定なし 22.0 22.0 16.5 点検対象外 現状通り

　引き続き，中長期的スパンも含め，研究成
果が内外において活用される工夫，競争政策
研究センターの知名度を向上させる工夫を行
い，より一層公正取引委員会の行政に貢献す
るよう努めること。
　執行に当たっては，引き続き，経費の効率
化に努めること。

21.8 21.7 ▲ 0.0 ▲ 0.0 縮減

　行政事業レビュー推進チームの所見ど
おり，事業内容を維持する。要求額につ
いては，研究活動に伴う調査活動に必要
となる職員旅費を増額させているが（0.4
百万円），執行実績を踏まえた見直しを
行うことにより更なる経費の効率化に努
めた（反映額：諸謝金▲0.3百万円，委員
等旅費▲0.2百万円）。引き続き，事業の
効率的な予算執行に努めるとともに，競
争政策研究センターの知名度を向上させ
るための工夫，研究成果がより積極的に
活用される方法について検討する。

経済取引局 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

4 平成２８年度対象

005 政府規制・公的制度等に関する検討会議 昭和55年度 終了予定なし 1.3 1.3 0.4

 　時代の変化に対応した有意義な事業であ
り，検討会議を開催して，外部有識者の知
見を取り入れる機会を有することは，公正
取引委員会の活動形成にとって必要なこと
であると思われる。
　今後も適切なテーマを選定し，検討会議
の成果を有効活用することが期待される。

現状通り

　時宜にかなったテーマについて有識者によ
る検討会議を開催して議論を行うことは，競
争的な市場環境の創出に資するものであると
ともに，公正取引委員会の活動についての理
解促進という効果もあり，有意義な取組であ
る。
　今後は，提言等を行った分野について，そ
の後の状況をフォローアップすることも必要
である。
　執行に当たっては，引き続き経費の効率化
に努めること。

1.0 0.9 ▲ 0.1 ▲ 0.1 縮減

　行政事業レビュー推進チームの所見ど
おり，執行実績を踏まえた見直しを行う
ことにより更なる経費の効率化に努めた
（反映額：委員等旅費▲0.1百万円）。引
き続き，事業の効率的な予算執行に努め
るとともに，過去の調査分野のフォロー
アップを含め適切なテーマを選定し，調
査・検討を行うよう努める。

経済取引局 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

5 その他

施策名：４　消費税の円滑かつ適正な転嫁の
確保

006
消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に係る事
業者向け広報等

平成25年度 平成32年度 68.9 68.9 43.5

 　消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保は恒
常的な課題であり，事業者への注意喚起に
経常的に取り組む本広報事業は意義あるも
のであるが，より一層の質の向上を目指
し，広報実施後の効果測定の結果を次回の
広報事業に反映させる必要がある。
　また，本広報事業の成果指標について
は，説明会参加者の満足度に加えて，本広
報事業の成果全体を把握できる認知度等を
指標として用いることを今後検討してほし
い。

現状通り

　消費税の転嫁対策に係る広報は政策的に必
要な事業であり，引き続き実施する必要があ
るが，消費税率の引上げから３年以上経過し
ていることを踏まえ，事業者に対していまだ
に違反行為が続いて行われていることや留意
すべき違反行為があることを周知するなどの
広報内容の工夫，ターゲットの絞込み等メリ
ハリをつけた事業実施等により，効果的な広
報を行うこと。

51.6 49.1 ▲ 2.5 ▲ 2.5 縮減

　行政事業レビュー推進チームの所見ど
おり，事業内容を維持するが，執行実績
を踏まえた見直し及び消費税率引上げ再
延期に伴う見直しを行うことにより更な
る経費の効率化に努めた（反映額：消費
税転嫁等対策業務旅費▲0.3百万円，消費
税転嫁等対策業務庁費▲2.2百万円）。引
き続き，事業の効率的な予算執行に努め
るとともに，平成29年度のメディア広報
は，個人事業者及び中小事業者にター
ゲットを絞り，違反行為の態様について
周知を図り，大規模書面調査の利用を促
すことによって，情報収集に努める広報
内容としたい。
　また，今後の「定量的な成果目標」に
ついては，メディア広報の効果策定に，
当該広報の前後における認知度の変容に
かかる項目を盛り込み，認知度の変容度
合い（具体的な数値は，今後検討）を成
果目標とすることとしたい。

経済取引局取引部 〃

（項）公正取引委員会
　（大事項）消費税の円滑か
つ適正な転嫁の確保に必要な
経費

6 その他

007
消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に係る大
規模書面調査

平成26年度 平成32年度 671.2 671.2 389.5

 　違反行為の発掘，是正の手段として今後
も書面調査を実施する必要性は認められる
が，引き続き，費用対効果の視点を念頭に
おいて調査を行う必要がある。
　本事業は，違反被疑行為の掘り起こしと
ともに，啓発の面でも意味がある事業であ
るので，事業者等に調査票と共に送付する
違反行為等の説明資料について，より分か
りやすいものに改善・向上させるなど，広
報事業との有機的な連携を今後も図る必要
がある。

現状通り

　書面調査の必要性は認められるが，費用対
効果を考慮して，必要なところには重点的に
行うなどメリハリの効いた調査をすべきであ
り，平成３０年度概算要求に当たっては，執
行率に応じて所用額の見直しを行う必要があ
る。また，コールセンター業務については，
十分に機能しているか検証が必要である。
 調査票の回収率を高め，新しい端緒を発掘す
るためには，事業者が不安なく回答できるよ
うにする必要があるので，調査票の回答依頼
の回答振りなどをもっと工夫すべきである。

624.4 475.2 ▲ 149.2 ▲ 149.2 縮減

  行政事業レビュー推進チームの所見ど
おり，事業内容を維持するが,.執行実績
を踏まえた見直しを行うことにより更な
る経費の効率化に努めた（反映額▲149.2
百万円）。引き続き，事業の効率的な予
算執行に努めるとともに，書面調査に係
るコールセンター等の各業務について費
用対効果の観点等から内容について十分
な検討を行う。また，調査票の回収率を
高めるとともに，普及啓発の面でもより
効果的な調査となるよう，調査票及び同
封する違反行為等の説明資料の記載内容
について一層の改善を検討する。

経済取引局取引部 〃

（項）公正取引委員会
　（大事項）消費税の円滑か
つ適正な転嫁の確保に必要な
経費

7 その他

769 769 454 705 553 ▲152 ▲152

9,747 9,747 9,097 10,517 10,516 ▲1

10,516 10,516 9,551 11,222 11,069 ▲153

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成29年度の点検の結果、事業を廃止し平成30年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成29年度の点検の結果、見直しが行われ平成30年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成29年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成30年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成２９年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２５年度、平成２６年度、平成２７年度又は平成２８年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の
点検を受けたものは、それぞれ「平成２５年度対象」、「平成２６年度対象」、「平成２７年度対象」、「平成２８年度対象」と記載する。なお、平成２９年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２５年度、平成２６年度、平成２７年度又は平成２８年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記
載）。

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

合　　　　　計

一般会計

執行額
会計区分 項・事項

平成２８
年度レ
ビュー
シート番

号

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見
委託
調査

補助
金等

平成２９年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況調表

事業
番号

事　　業　　名
平成２８年度
補正後予算額

平成２８年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

（単位：百万円）

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

一般会計

行政事業レビュー対象　計

1/1



様式２

平成２９年度新規事業

公正取引委員会

0001

0002

0003

0004

0005

0006

0007

0008

0009

　

0010

0011

0012

0013

0014

0015

一般会計

○○特別会計○○勘定

　　　〃　　○○勘定

会計区分 項・事項
平成２８年度レ
ビューシート番号

（単位：百万円）

基金
委託
調査

補助
金等

合　　　　　計

事業
番号

事　　業　　名
平成２９年度
当初予算額

行政事業レビュー推進チームの所見
（概要）

平成３０年度
要求額

備　　考 担当部局庁

該当なし



様式３

平成３０年度新規要求事業

公正取引委員会

　

一般会計
○○特別会計○○勘定
　　　〃　　○○勘定

（単位：百万円）

項・事項 基金
補助
金等

委託
調査

会計区分

合　　　　　計

事業
番号

事　　業　　名 担当部局庁
行政事業レビュー推進チームの所見

（概要）
備　　考

平成３０年度
要求額

該当なし

1/1



様式４

公正取引委員会

平成２９年度 平成３０年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成29年度の点検の結果、事業を廃止し平成30年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成29年度の点検の結果、見直しが行われ平成30年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成29年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成30年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

執行可能額 執行額

（単位：百万円）

事　　業　　名 備　考

公開プロセス

とりまとめコメント（概要）評価結果 反映額 反映内容

合　　　　　計

公開プロセス結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況

事
業
番
号

平成２８年度
補正後予算額

平成２８年度
差引き

反映状況

該当なし

1/1



様式５

(単位：事業、百万円）

事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「行政事業レビュー対象事業数」は、平成２８年度に実施した事業数であり、平成２９年度から開始された事業（平成２９年度新規事業）及び平成３０年度予算概算要求において新規に要求する事業（平成３０年度新規要求事業）は含まれない。

注３．「廃止」、「縮減」及び「執行等改善」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成29年度の点検の結果、事業を廃止し平成30年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成29年度の点検の結果、見直しが行われ平成30年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成29年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの

　　　　　　　　　　　（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　一般会計と特別会計のそれぞれの事業数を合計した数が「一般会計＋特別会計」欄の事業数と合わない場合がある。

▲152

注４．　一般会計と特別会計の両会計から構成される事業については、一般会計及び特別会計ともに記入すること。事業によっては、一般会計と特別会計の両会計から構成されているものがあり、

－－ －公 正 取 引 委 員 会 7 － － 4

「縮減」 ｢廃止｣「縮減｣計 「廃止」（参考）
30年度
要求額

「執行等
改善」
事業数

平成28年度
実施事業数

注５．「(参考)30年度要求額」は、行政事業レビューシートの作成・公表の対象となる事業（平成２８年度実施事業、平成２９年度新規事業、平成３０年度新規要求事業）の要求合計額である。

－ － － －－ － －4 553▲152▲152 －－ 7 －

「縮減」

4

行政事業レビュー点検結果の平成３０年度予算概算要求への反映状況（集計表）

所　管

一般会計　＋　特別会計 一　　　般　　　会　　　計 特　　　別　　　会　　　計

｢廃止｣｢縮減｣計
平成28年度
実施事業数

｢廃止｣ 「執行等
改善」
事業数

（参考）
30年度
要求額

「縮減」
平成28年度
実施事業数

「執行等
改善」
事業数

「廃止」


